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令 和 ４ 年 ６ 月 定 例 会

一 般 質 問 通 告 書 一 覧 （ ６月２４日 ）

答弁を求める
質 問 者 名 質 問 項 目 及 び 質 問 の 要 旨

理 事 者

１ こども施策の推進について 知 事

来年４月に「こども家庭庁」が創設されるが、こどもを

取り巻く様々な課題に対応し、こども施策をより一層推進

するため、県はどのような方針で取り組んでいくのか。

（１１番）

池田 慎久 ２ 在宅医療・介護体制の充実について 知 事

(自由民主党)

【一括質問】 高齢化の進展に伴い、終末期を安心して自宅で過ごした

いというニーズは今後さらに高まっていくものと考える

が、県では在宅における医療・介護の提供体制の充実を図

るため、どのように取り組んでいくのか。

３ ガストロノミーツーリズム世界フォーラムの開催について 知 事

（１）ガストロノミーツーリズム世界フォーラムの本県開催に

より、どのような効果を期待しているのか。また、フォー

ラム開催後の展望についてどのように考えているのか。

（２）ガストロノミーツーリズム世界フォーラムの開催効果を

南部・東部地域へ波及させることが重要と考えるが、県は

どのように取り組んでいるのか。

４ 携帯電話不感地区の解消について 総 務 部 長

デジタル田園都市国家構想が進められるなか、携帯電話

の電波が届かない不感地区を解消し、県内のどこに住んで

いても携帯電話を利用できるようにするべきと考えるが、

県はどのように取り組んでいるのか。
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答弁を求める
質 問 者 名 質 問 項 目 及 び 質 問 の 要 旨

理 事 者

（１１番） ５ 国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会の開催につい 文化・教育・

池田 慎久 て くらし創造部長

(自由民主党)

９年後に本県での開催が予定される国民スポーツ大会・

全国障害者スポーツ大会の開催に向けた準備状況について

伺いたい。

１ 観光地や道路等における携帯電話の不感地域の解消につい 総 務 部 長

て

事故や土砂崩れが多発する道路、人里離れた登山道や観

光スポットで携帯電話が利用できれば、緊急時の迅速な対

（４０番） 応や観光振興につながると考えるが、県はどのように取り

森山 賀文 組んでいくのか。

(新政なら)

【一括質問】 ２ 森林境界の明確化について 水循環・森林・

景観環境部長

本県の上質で優良なスギ・ヒノキをはじめとした木材の

需要や価格に明るい兆しが見えてきている中、林業振興の

重要な課題である山林における境界の明確化について、現

状と今後の方針を伺いたい。

３ フードバンク活動への支援について 食と農の振興

部 長

本県として、フードバンク活動をどのように把握してい

るのか。またフードバンク活動をする団体が増え、ニーズ

も変化している中、補助制度の再考も含め今後どのように

支援していくのか。



- 3 -

答弁を求める
質 問 者 名 質 問 項 目 及 び 質 問 の 要 旨

理 事 者

（４０番） ４ 中和幹線の渋滞及び安全対策について 県土マネジメント

森山 賀文 部 長

(新政なら) 中和幹線の渋滞及び安全対策について、今後どのように

進めていくのか。また、「中和幹線 渋滞・安全対策協議

会」について、具体的にどのような内容・スケジュールで

進めていくのか。

５ 特殊詐欺被害の防止について 警察本部長

県内における特殊詐欺の発生状況及びその特徴はどのよ

うなものか。また、高齢者を始め、県民が被害に遭わない

ために、どのようなことに注意すべきか伺いたい。

６ 県立医科大学附属病院周辺への新駅設置について 【 要 望 】

１ 次世代自動車の充電インフラの整備について 水循環・森林・

景観環境部長

県内の充電インフラの整備及び利用状況はどうか。ま

た、将来的な脱ガソリン車時代の到来を踏まえ、今後の次

世代自動車の普及状況を見通した充電インフラ整備のあり

（ ２番） 方をどのように考えているのか。

樋口 清士

(自由民主党) ２ 住宅市街地における良好な住環境の形成について 地域デザイン推進

【一括質問】 局 長

住宅市街地のうち、敷地が狭小等の理由で住宅の更新や

流通が進まず、将来荒廃することが懸念される住宅地にお

いて、老朽化する住宅の更新とともに良好な住環境の形成

に向けて、県としてどのように取り組んでいくのか。
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答弁を求める
質 問 者 名 質 問 項 目 及 び 質 問 の 要 旨

理 事 者

（ ２番） ３ 就学前教育と幼保小接続について 教 育 長

樋口 清士

(自由民主党) 就学前教育を充実し、その成果をその後の子どもの育ち

に活かすためには、就学前教育に関わる人と、就学前から

子どもを引き継ぐ小学校教員等が、その目標・方針を共有

し、相互に連携・実践することが必要と考えるが、今後県

としてどのように取り組んでいくのか。


